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別紙 3 令和２年度厚生労働科学研究費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

（統括）研究報告書 

心臓大血管救急における ICT を用いた革新的医療情報連携方法の普及 

と広域救急医療体制確立に資する研究 

研究代表者  東 信良（旭川医科大学） 

 
研究要旨 大動脈緊急症の代表的疾患である急性大動脈解離および破裂性腹部大動脈瘤の治
療実態を既存手術データベースを用いて解析を開始し、本年度はその手術件数の年次推移
や治療法の変遷および手術死亡率を調査した。その結果、大動脈緊急症に対する手術件数
は増加傾向にあり、死亡率は緩徐な低下傾向にあるものの、他の循環器系救急疾患に比し
て依然として群を抜いて高い。さらなる救命率の改善には地域における救急医療体制整備
に焦点を当てる必要があると考えられる。難易度の高い大動脈緊急症治療を実施可能な施
設は極めて限定的であることから、本年度は日本循環器学会および日本脳卒中学会が主導
する「脳卒中と循環器病克服第二次5カ年計画」策定に参画して、大動脈緊急症拠点病院構
想とその拠点病院を軸とする広域医療ネットワーク構想を提案した。 

大動脈緊急症の治療方針決定や使用するデバイス選択のためには画像情報が必須である
ことから、救命率の格段の改善のためには、救急医療を担う病院間での画像情報連携が鍵
を握ると考えられ、今年度研究プロトコルが確定した「ICTを用いた医療情報連携に関する
全国多施設共同研究」の今後の成果が期待される。 
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A. 研究目的 

心臓大血管救急において、①大動脈緊急症（急性大

動脈解離や破裂性腹部大動脈瘤）の治療成績、救急医

療体制の実態の把握を行なったうえで、②informati-

on and Communication Technology (ICT)を用いた病

院間医療情報連携の有効性を証明する全国多施設共

同研究を進め、循環器病対策推進基本計画が目標とし

て掲げる医療体制の整備・改革に資するデータを提供

して、地域実状に配慮した心臓大血管救急医療改革モ

デルを提案することを目的とする。 

B. 研究方法 

①初年度である令和２年度は、手術患者登録既存デー

タベースである Japan Cardiovascular Surgery 

Database (JCVSD)や National Clinical Database 

(NCD)を解析し、急性大動脈解離や破裂性腹部大動脈

瘤手術の年別の症例数、手術死亡率を解析するととも

に、術式の変遷を調査した（分担研究者本村、および、

森景らの分担研究報告参照）。 

②非手術患者を含めたリアルワールドデータの解析

として、レセプトベースの既存データベースである

JMDC Claim Databaseを用いて、レセプト上での急性

大動脈解離の医療実態（検査、処方、手術、使用材料

など）や複数の病院に跨る医療展開の実態について探

索的解析を実施した（分担研究者佐瀬らの分担研究者

報告参照）。 

③ICT を用いた病院間画像連携アプリの導入(図１)が

心臓大血管救急に及ぼす効果を証明するため、多施設

臨床研究を整備し、データ収集体制を確立した。 

④データに基づく心臓大血管救急の医療体制改革へ

の提案：本研究において得られるデータや既存データ

によって明らかにされる大動脈緊急症の治療実態や

上記③で得られる研究成果に基づいて、大動脈緊急症

治療体制に関する地域医療体制を地方型と大都市型

に分けて提案する。本年度は、日本循環器学会と日本
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脳卒中学会が主導する「脳卒中と循環器病克服第二次

5 か年計画」の立案において、本研究の代表研究者な

らびに複数の分担研究者が委員として参画した。 

⑤冠動脈救急における地域格差に関する地域実態調

査については、COIVD-19が収まってから次年度以降に

実施予定となっている。 

 (倫理面への配慮) 

・既存データベース解析プロジェクトについては、個

人が特定されない状態(「匿名」状態)で診療情報が収

集されておりデータ解析者を含めて匿名情報のみを

扱っており、個人情報に関わる倫理面に配慮がなされ

ている。 

・ICT を用いた病院間画像連携プロジェクトおよび破

裂性腹部大動脈瘤に関する全国多施設共同研究につ

いては、倫理委員会の承認を得て実施している（旭川

医科大学 18094号および 17166号）。 

C. 研究結果 

①手術に至った急性大動脈解離や破裂性腹部大動脈

瘤は、いずれも年々増加傾向であり、手術後の死亡率

はいずれも緩徐に改善傾向であるものの、急性大動脈

解離で 10.0％、破裂性腹部大動脈瘤で 15.7％と、循環

器系救急疾患の中で群を抜いて高い状態であった。大

動脈拠点病院における手術手技や治療手段、周術期管

理の改善は十分に行われていることから、さらなる救

命率の有意な改善を得るためには地域における病院

間ネットワーク構築とネットワーク内での円滑な情

報連携といった prehospital care に焦点を当てる必

要があると考えられた（詳細は、分担研究者報告書を

参照）。 

⓶リアルワールドデータの探索的解析の結果、JMDCデ

ータにおいては、レセプト病名は感度が高いが特異度

が低い一方、処方や手術・材料・管理料は特異度が高

く、特に施設を跨ぐ解析が可能であることが明らかと

なり、次年度の本格的な解析の基礎を構築ができた

（詳細は分担研究者報告書参照）。 

③ICT を用いた病院間画像連携プロジェクト（図１）

は、全国 12大学病院の参加を得て、今年度複数回のミ

ーティングを経て、分担研究者横山、紙谷、宮本、齋

木ら、および研究協力員吉田有里とともに協議を重ね、 

 
 
図 1．ICT を活用した病院間画像情報連携の模式図 

学会発表（２）の発表スライドから引用 

測定項目として、発症から治療開始までの時間経過関

連項目（含む搬送手段、搬送距離、搬送元との情報連

携内容と方法）、病院到着時重症度関連項目（含む血液

検査や血液ガス分析データ）、治療方法および治療成

績関連指標が決定され、それらの項目を既存手術デー

タベースに組み込むためのシステム改修を発注して、

データ登録プラットフォームが完成した。 

対象疾患は急性Ａ型大動脈解離、破裂性胸部大動脈

瘤、破裂性腹部大動脈瘤であり、参加 12大学病院は地

域中核病院からこれら対象疾患を受け入れた際に上

記の測定項目を登録して、病院間画像連携ツール使用

群と非使用群の間で propensity score matchingを行

って重症度をマッチさせた上で、primary outcomeで

あるdoor to intervention timeやsecondary outcome

である救命率などを比較検討するとともに、その地域

の心臓大血管救急の実態を明らかにする。すでにデー

タ登録を開始しており、最終年度に結果を解析する予

定である。 

④データに基づく心臓大血管救急の医療体制改革へ

の提案：日本循環器学会、日本脳卒中学会ほか複数関

連学会と共同で 2020 年から取り組んだ「脳卒中と循

環器病克服第二次 5カ年計画」策定において、冠動脈

救急と違って大血管救急は専門的治療可能な施設が

極めて限定的であることや、適切な治療施設への搬送

体制整備の重要性を考慮し、大動脈拠点病院を中心と

した広域ネットワーク構想を委員として提案し（表

１）、2021 年 3 月にこの第二次 5 カ年計画が発表され

るに至った。 

 

 
 
表１．循環器病センター/ 大動脈緊急症拠点病院構想 

「脳卒中と循環器病克服第二次 5カ年計画」より引用 
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この計画書策定にあたっては、本研究の分担研究者横

山、上田、磯部、高山らおよび日本心臓血管外科学会

理事会との協議・意見調整を経て、分担研究者荻野と

ともに執筆、策定し、下記の如く、大動脈拠点病院に

はデータ提出を求めることも条件に加えることで、将

来の医療体制改革に必要なデータの蓄積を行う仕組

みを提案したことにも重要な意義があると考えてい

る。 

D. 考察 

１）手術データベースを用いることの利点について：

急性大動脈解離や破裂性大動脈瘤は、発症時の病態・

重症度が直接救命率に関わることから、単に手術死亡

率の高低だけを地域別に比較することは避けるべき

であり、重症度や患者背景に配慮した慎重な統計処理

が求められる。その点で個別患者データや疾患重症度

のデータを保有する JCVSDや NCDを対象データベース

として採用し、解析を行っている。今年度の解析では

経年的な治療成績の緩徐な改善が得られており、それ

は手術手技の確立や周術期管理の向上などによると

ころが大きいと考えられるが、手術および手術後管理

にこれ以上の格段の成績向上を求めることは容易で

はないと考えられ、救命率の格段の改善のためには病

院到着までの過程に焦点を当てた介入が必要と考え

られる。 

２）大動脈緊急症の搬送の在り方・搬送先病院決定プ

ロセスについて：発症から病院到着前までの過程のど

こに解決可能な課題があるのか、適切な搬送先病院の

選択や初療医療機関と大動脈緊急症拠点病院との間

での迅速な情報連携の在り方についての研究が求め

られる。2017年に発表された米国血管外科学会の大動

脈瘤ガイドラインにおいて、破裂性腹部大動脈瘤にお

ける初療医療機関から手術開始までの door to inte-

rvention time を 90 分以内にすべきという推奨がな

されているが、具体的なエビデンスは示されていない。

当研究の解析対象となっている日本血管外科学会主

導の全国多施設共同研究「破裂性腹部大動脈瘤に対す

る開腹手術とステントグラフト内挿術の治療選択に

関する全国多施設観察研究（JEWELRY study）」におい

て破裂性腹部大動脈瘤の door to intervention time

と救命率の関係性を示す重要なデータが得られるも

のと期待される。一方、急性大動脈解離については、

治療経験数の多さが治療成績に直結するという 

volume effectを根拠として、comprehensive aortic 

center に搬送すべきというエビデンスが集積されつ

つある。このことは、循環器病克服第二次 5カ年計画

で掲げた大動脈緊急症拠点病院を軸とする広域ネッ

トワーク構想を裏付けるデータである。 

発症した場所と大動脈緊急症拠点病院との距離が

遠く、長い搬送時間を要する状況においては、その時

間をいかに有効に使うかが治療成績向上のカギとな

ると考えられる。本研究の主目的である ICTを活用し

た病院間画像連携システムは、遠隔地の搬送元病院で

得られた情報を患者到着を待つ大動脈緊急症拠点病

院に送信することで、大動脈拠点病院での準備を整え、

到着後直ちに治療に取り掛かれる状況を確立する有

用なツールであると考えられる。ICT を用いた病院間

画像連携は大動脈緊急症拠点病院を軸とする広域ネ

ットワーク確立に重要な役割を果たすものと期待し

ている。 

３）手術データベースで得られない情報の解析方法に

ついて： 上記の方法の短所として、大動脈緊急症拠点

病院に到達できずに死亡する患者や、到達した時点で

は重症すぎて手術不能と判定された患者、あるいは保

存的治療にて加療されることが多い急性 B型解離例な

どの解析ができないことが挙げられる。対策として、

レセプトデータなどのリアルワールドデータを活用

することとし、本年度、JMDCデータの探索的解析を行

って、病院を跨いで治療された患者が同定可能である

ことを確認した。手術を施行した病院に到達するまで

いくつの病院を経由したか、複数の病院で画像検査の

重複が無いかといった情報も prehospital care の実

態を知る視点は重要であり、prehospital careの内容

と予後やコストの関係性などについて、次年度の本格

的な解析が待たれる。 

４）冠動脈救急における地域格差研究について：冠動

脈救急については、治療成績が PCI普及率に依存して

改善していることが先行研究で明らかになっている

が、例外的に成績不良な地域も存在している。 その地

域で何が課題となっているのか地域実状の調査を主

体とするフィール研究を次年度以降に実施する予定

である。地域における課題は、大血管救急にも通じる

可能性が高く、大血管救急に対する病病連携ネットワ

ーク構築の参考になるものと期待している。 

５）心臓大血管救急医療体制モデルにおける地方型と

都市型の違いについて：最終的には、地域実状に即し

た心臓大血管救急広域ネットワーク構想を提案する

計画であるが、大動脈緊急症に対応できる大動脈緊急

症拠点病院が非常に限定されている地方型と、多くの

大動脈緊急症拠点病院を抱える大都市型とでは、異な

るモデルの提案が必要と考えている。次年度には、大

都市型のモデルを確立している東京都大動脈スーパ

ーネットワークでの工夫と課題について、および、地

方型の工夫と課題について、それぞれ担当の分担研究

者らの研究成果に期待している。 

６）災害時の医療体制におけるICTの有用性について：

この度の COVID-19パンデミックにおいて、重症例は 

ICU での濃厚管理を必要とする一方、大動脈緊急症の

治療にも ICUは必須であり、競合する。救急医療体制

においても COVID-19 が救急搬送体制を圧迫するだけ

でなく、大動脈緊急症例の受け入れ、手術準備を行う

にあたっても COVID-19 感染か非感染かが大きく影響

し、感染状態が不明のままの場合は大きな負荷を救急

医療現場に強いることになり、COVID-19パンデミック

は災害が aortic emergency 医療に大きな影響を与え
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ることを我々に教示している（分担研究者上田らの報

告 Triage and management of aortic emergencies 

during the coronavirus disease 2019 (COVID-19) 

pandemic: A consensus document supported by the

 American Association for Thoracic Surgery(AAT

S) and Asian Society for Cardiovascular and  

Thoracic Surgery (ASCVTS). J Thorac Cardiovasc 

Surg 2021;161:48-53.） 

災害時の患者搬送先や搬送適応決定においても、ICT

を用いた情報連携・画像連携が有用であることが想定

され、本研究の副次的効果として期待されるところで

ある。 

E. 結論 

既存手術データベースの解析結果から、急性大動脈

解離や破裂性腹部大動脈瘤の手術死亡率は、いずれも

緩徐に改善傾向にあるものの、全国データの最新値で

それぞれ 10.0%, 15.7%となっており、他の循環器系救

急疾患と比べてまだ群を抜いて高い。さらなる救命率

改善には、手術開始に至る前の段階即ち地域における

救急医療体制の整備・改革、特に ICTを用いた情報連

携の導入・活用が期待され、ICT を用いた病院間画像

連携システムに関する全国多施設共同研究の成果が

待たれる。 

E. 健康危険情報 

特に無し 
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